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パワーの概念の第 2 の問題点は， 「闘争」という概念である。たとえば，アメリカとカナダの関係
では「闘争」という用語はほとんど無意味で、ある。モーゲンソーのいうように，政治はパワーを求め
ての闘争であるとすれば，米国とカナダの関係はどのように説明できるのか疑問である。









































































































方を排除しー 「パワーj ではなく「情報」を政治の基本的概念とすることを主仮した c 彼は「サイパ
ネテイソクスの概念」を国際関係の分野に持ち込んだ最初の学者であるが‘政治という現象を「サイ
バネティックスの概念」でとらえる。コミュニケーションとコントロールは組織にむける決定過程を
なすものであり司 lìíj 者は組織に統fト|牛.をもたらすもの司後者はその割j きに規制を加えるものである c
そして利 l織とは‘ここではゴミコニケーションによって関連づけられるシステムを意味する c
ドイチ二L は‘ I E]家が臼律的に司その [E]家行動をコントロールする要素、特に外交政策決定過程をコ
ミュ二ケーション・フローとして同式化したらまた・方.統{~f明論や紛争開 'Î命にもコミュニケーショ

































関係でゲーム 1論をJij l 】た学(îにはシエリング司ラパポート‘シューピック司ボールデイング，カプラ












ありーゲーミングは人聞を含み，コンピュータープログラムを必要としな l ¥ 0 この点で両者は異る。
このシュミレーションを国際関係に用いたのがノースウエスタン大学のゲッツコウである。彼らはー
































































































































































































立を 1958年から 1964年迄の 7 年間に亘って分析し，そして最後にこの研究を顧みて結びとしている。
この研究の試みようとすることは，中、ノ論争になにがしかの解明を求めようとするよりも，中ソ論争
を素材として，体系論のモデルと情報計測の分析技術がどの程度有効かを試めそうとすることである。
4-2 政策決定論の事例研究:イスラエル承認にむける米国の政策決定
スナイダー・モデルをアメリカ外交政策の決定に適用してこのモデルの有効性と限界を検証し，併
せて米外交政策決定の・般的原則をひき n'，してみたいというのが本論の日的である。分析のテーマと
して， トルーマン政権ドにむける 1918年のイスラエル独立に際する米国のイスラエル承認のケースを
選んだ。
本論の構成は，次にイスラエル承認に至るまでの歴史的背景と米国の対パレスチナ政策の概観を述
べ，続いてスナイダー・ロビンソン・モデルのフレームワークに従って，米国のイスラエル承認の決
定を分析し、 Mf去にこのモデルの有効性と限界を町j らかにするの
結章
本書では主としてアメリカの国際関係論にむける理論と方法及びその有効性と限界を述べてきた。
伝統的現実主義の取る制度的あるいは静態的なアプローチを批判して起こった行動科学主義が，時
代の主流となってすでに 10余年になる。その問，行動科学的アプローチは，堅実なペースで発展し，
その成果は著しいものがあった。にもかかわらずこの行動科学的アプローチに対して，その内外から
批判が起こり，新しい第四の波が起ころうとしている。すなわち，行動科学的アプローチの外からは
モーゲンソーなどの伝統的なアプローチによる批判があり，そして一方，行動科学の内部からもイー
ストン等によって行動科学に対する反省がむこなわれている。
行動科学は今後の課題として，質と量の問題をいかに結合するか，次に経験理論と規範理論ないし
は価値をいかに結合するか，二つの重要な課題をかかえていたのであるが，数と量の問題に関しては
地域論的アプローチが，そして価値に関しては政策科学が大きな役割を果すと思われる。したがって，
行動論以後の方向は，行動科学のもっている長所をさらに活かし，その欠点と地域的アプローチと，
政策科学的アプローチと接合することによって広く問題解決型の新しい科学となることであろう。
15 
論文の審査結果の要旨
上記の者の提出論文「現代国際関係論J (昭和49年ミネルヴァ書房刊)について審査した結果，本
論文は，主としてアメリカにおける行動科学や情報理論等の成果について，全面的な検討を試み，事
例研究を豊富に盛りこみ 新しい国際関係の理論と方法の体系化を図り 総合科学としての現代国際
政治学体系の構築をめざす 他に類をみない意欲的な労作である。
よって本論文は，我が国学界に貢献する極めて秀逸かっ貴重な研究業績であると認められる。
以上に鑑み，審査委員会の一致した結論として，同人に法学博士の学位を授与するに充分な資格が
あるものと判定する。
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